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In riverfront design planning, consensus building for citizens is important. However, these processes are 

not systematized because they are often performed at the discretion of the river manager. Therefore, in 

this study, we tried to quantitatively analyze the amount of efforts for consensus building. The index used 

was the “volume of investment for consensus building”, that is, the number of people and hours spent for 

consensus building. In this case of the Onga River, the total volume of investment (people and hours) 

until consensus building was 1100, and the volume was concentrated on the planning phase (400) and the 

construction-utilization planning phase (400). Regarding the opinions of participants, the percentage of 

positive opinions (28-100%) consistently exceeded the percentage of negative opinions (0-48%). Through 

such an analysis, we examined the perspective of evaluation on consensus building. 
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１． はじめに 

 

1997年の河川法改正により，河川整備計画策定時の市

民参加1)の必要性が法的に位置づけられた．かわまちづ

くりや自然再生等の水辺空間整備事業においても，事業

者（河川管理者）は計画時に委員会，ワークショップ，

説明会，アンケート，パブリックコメントなど （以下，

「合意形成イベント」と言う．）様々なかたちで市民と

の合意形成の機会を設けてきた2),3)．また，事業の施工時

においても，市民・事業者・関係自治体等との合意形成

の良否が，工程進捗の支配要因になることが指摘されて

いる4)．さらに，計画・施工時の合意形成プロセスを丁

寧に進めることで，施工後に当該整備箇所の利活用の促

進や市民による自主的管理の実施等の副次的効果が多数

報告されている3)．しかしながら事業計画・施工時の合

意形成イベントの実施方法は市民の熱意など偶発的な要

因に委ねられることが多く4)，合意形成の方法は未確立

な状況にある． 

本研究では，水辺空間整備における合意形成のプロセ

スの理解と方法の確立を図ることを目的として，丁寧に

合意形成を進めた水辺空間整備事業を対象に，施工完了

に至るまでの合意形成プロセスを定量的に分析し，その

変遷を把握することを試みる．具体的には，合意形成イ

ベントの回数，参加人数や所用時間，参加者の意見の動

向を定量的に把握・分析するとともに，合意形成イベン

トに要した人数×時間を合意形成投資量と定義し，事業

期間内における投資量の変遷を整理・分析し，合意形成

プロセスの理解の一助とする．なお，既往研究に目を向

けると河川整備計画策定プロセスにおける住民関与手続

きが活性化する要因を分析している例5)，実践例をもと

に合意形成手法を経験的に考察した例6),7)はあるが，計画

から施工完了までの合意形成過程の全プロセスを把握し，

定量的に分析したものはみられない． 

 

 

論文 河川技術論文集，第26巻，2020年6月

- 235 -



 

 

２． 手法 

 

（１）対象事例の選定 

分析対象として，水辺空間整備後にその事業内容が高

く評価され，かつ事業に関する合意形成の記述が詳細に

残っている事例を選定した．まず，河川再生事例集8)掲

載事例や土木学会デザイン賞受賞作品を対象として，当

該事業を実施した河川管理者に，合意形成イベントの実

施記録に関する資料の有無を照会した．その結果，6水

系8事例について資料を得ることができた．本論文では

それらの中から，合意形成イベントの開催人数，所用時

間，開催時の構成員，意見内容などが細部にわたり記録

されていた，遠賀川直方地区の河川改修事業を分析対象

に選定した（図-1）．  

 

（２）分析方法 

合意形成イベントを実施するにあたり，事業者は合意

形成の場をデザインする必要がある．桑子9)はデザイン

検討時に考えるべき諸要素として，合意形成目標，ス

テークホルダー，スケジュール，会議形式，コミュニ

ケーション空間，プログラム，ファシリテータ，広報管

理，ドキュメンテーション，リスクマネジメント，自己

評価方法等を挙げている． 

これらの要素の中で，合意形成イベントの実施記録に

関する資料から一律に読み取り可能であった定量情報は，

開催回数，所用時間，開催人数，意見数，意見の種類で

あった．これらをもとに，①合意形成イベント開催事項

に関する分類，②合意形成に要した投資量（人・時間

（hours）），③参加者意見の変遷過程に関して分析を

行った．なお，資料に記載のあった，4年間計20回分の

合意形成イベントを対象とした（表-1）．後述するが，

この20回の合意形成イベントは，事業計画期から施工期，

施工後の利活用内容検討期に開催されたものである．分

析を行うにあたり重視したことは，汎用性が高く，簡易

に取得可能な定量情報を分析対象とすることで，合意形

成プロセスの自己評価をしやすい素地を確立することで

ある． 

①に関しては，合意形成の開催形式・開催時間・開催

人数の分類を行った．開催形式の分類に関しては，一イ

ベント中に説明会＋ワークショップなど複数形式が組み

合わされているものも見られたが，開催時間内で最も時

間が割かれているものを当該イベントの開催形式として

採用した． 

②に関しては，合意形成投資量を算出した．合意形成

投資量とは，合意形成のために関係者（行政・市民・学

識者など）がどの程度人数や時間をかけて合意にむけて

努力を行ったかを示す指標である．本指標は河川市民団

体の活動を量的に分析する際に用いる方法10)として著者

の一部が提案しているものであり，合意形成に関する投  

表-1 対象事例における合意形成イベント一覧 

NO.
合意形成
行事名

開催日
開催
時間

所要
時間
(hr)

開催形式
市民の
参加者数
(人)

1 第1回協議会 2004/10/15 15:00-17:00 2 説明会 22

2 第1回市民部会 2004/12/9 18:00-20:00 2 ワークショップ 18

3 第2回市民部会 2005/1/26 18:00-20:00 2 ワークショップ 16

4 第3回市民部会 2005/2/23 18:00-20:00 2 説明会 16

5 第4回市民部会 2005/3/23 18:00-20:00 2 説明会 12

6 第5回市民部会 2005/8/10 18:00-20:00 2 説明会 14

7 第6回市民部会 2005/11/8 18:00-20:00 2 説明会 15

8 第2回協議会 2005/11/17 14:00-16:00 2 説明会 17

9 第7回市民部会 2005/12/6 18:00-20:00 2 説明会 15

10 第8回市民部会 2006/6/28
17:30-18:30
18:30-19:30

2 現地見学会 17

11 第9回市民部会 2006/7/12 18:00-20:00 2 説明会 15

12 第10回市民部会 2006/11/21 18:00-20:00 2 説明会 10

13 第11回市民部会 2006/12/13 18:00-20:00 2 説明会 15

14 第3回協議会 2006/12/22 12:00-13:30 1.5 説明会 15

15 第12回市民部会 2007/1/23 18:00-20:00 2 説明会 14

16 第13回市民部会 2007/2/22 18:00-20:00 2 説明会 19

17 第14回市民部会 2007/10/16 18:00-20:00 2 説明会 12

18 第15回市民部会 2007/12/26 18:00-20:00 2 説明会 9

19 第16回市民部会 2008/1/24 18:00-20:00 2 説明会 10

20 第17回市民部会 2008/3/14 18:00-20:00 2 説明会 13
 

 

表-2 意見分類の定義 

分類 小分類 定義

① 同意 事業者の説明・提案に対して賛同する発言

② 提案 事業内容に関係する対策や検討についての発言

③ 要望 事業内容に関係しない地域の課題等に対する発言

④ 質問 事業者の説明・提案に対しての疑問

⑤ 回答 参加者の発言に対する事務局の発言

⑥ 報告 地域の現状や課題に関する発言

⑦ 感想 イベント等に対する感想

懸念意見 ⑧ 懸念 事業による影響を危惧する発言

反対意見 ⑨ 反対 事業内容に対して異議を唱える発言

好意的意見

中立意見

 

 

 

資量算出においても本手法を採用した．算出にあたり，

合意形成に関わる主体別（行政・市民・学識者など），

事業の実施期間別，等の集計により合意形成への必要な 

投資量を分析した． 

③に関しては，各イベントでの発言記録を用いて意見

を分類・分析した．意見の分析手法には，個別意見の背

景を加味して丁寧に理由を探るインタレスト分析11)等が

あるが，本研究では定量性を重視し，意見内容を，好意

的意見，中立的意見，懸念意見，反対意見に分類し，そ

の割合やそれぞれの意見が発生するタイミングについて

分析した．意見分類の定義は表-2に示した．意見を大き

く4つに分けるにあたり，同意，提案，要望は「好意的

意見」，質問，回答，報告，感想は「中立意見」，懸念

は「懸念意見」，反対は「反対意見」と分類した． 

 

 

- 236 -



 

 

３． 分析対象の事業概要 

 

（１）事業内容 

本分析に用いた事業（「直轄河川改修事業（直方地

区）」等）は，福岡県直方市溝堀地区（遠賀川19～

20km区間）において2004～2007年度に実施された．本

事業では，河積の増大による治水安全度の向上とともに，

「市民が安全かつ自由に利用できる水辺，身近に感じら

れる水辺」をコンセプトに親水性の高い水辺空間の創出

が目的とされた． 

具体的な改修内容（図-1）としては，①高水敷・水際

の緩傾斜化による水面の見通しの向上，②高水敷のアン

ジュレーション（起伏）の造成による様々な利活用空間

の形成，③カヌー乗り場の整備，④駐車場をオートキャ

ンプ場から見えなくする景観配慮などである．本事業に

より創出された水辺は，土木学会デザイン賞2009におい

て最優秀賞を受賞している12)． 

表彰対象は，行政・コンサルタント・大学・市民であ

り，事業者側のデザイン技術だけでなく，市民参加の仕

組みづくり・市民部会のファシリテート（行政，コンサ

ルタント，大学側）やコンセプトアイデアの提示・市民

主体の取り組み（市民側）などの双方の役割についても

評価対象とされている． 

 

（２）合意形成の枠組み 

 事業のステークホルダーの把握及び意思決定の枠組み

の設定は，事業を円滑に進めるうえで重要な合意形成プ

ロセスである8)．  

本事業における合意形成の枠組みを図-2に示した．本

事業の合意形成イベントは事業主体である国土交通省九

州地方整備局遠賀川河川事務所が中心となって開催し，

市民，関係行政，学識者に意見を公聴する仕組みが設け

られている．公聴する枠組みは2つあり，「遠賀川を利

活用してまちを元気にする協議会」（以下，「協議会」

と略）と「遠賀川を利活用してまちを元気にする市民部

会」（以下，「市民部会」と言う．）である（写真-1）． 

協議会は市民・行政・学識者から構成される意見交換

の場で，事業の施行の妥当性，地域資源と川づくりの連

携を図る枠組みの協議などの役割を担う．市民部会は協

議会より具体な利活用イメージを共有するための意見収

集を目的とする．例えば，計画時のアイデア提示や施工

時に構造物に用いる素材の検討や利活用の視点から意見

を発する役割を担う．市民部会での討議結果は協議会に

報告する義務を有する．協議会27名（住民18名，学識者

4名，行政5名），市民部会は19名（住民18名，学識者1

名）で構成されている．協議会の27名のうち19名は市民

部会の全メンバーであり，協議会でも意見を述べること

ができるようになっており，市民参加に重点が置かれた

構成になっている． 

景観配慮
（駐車場がオート
キャンプ場から見え
ないように工夫）

高水敷・水際の緩傾
斜化による水面の見
通しの向上

アンジュレーション
（起伏）の造成によ
る様々な利用空間の
形成

カヌー乗り場の整備

整備区域

主たる
整備箇所

 
図-1 主たる事業内容 

（国土地理院航空図に加筆） 

 

国土交通省

直轄河川改修事業（直方地区）等
(2005-2007年度）

遠賀川を利活用してまちを元気にする
協議会

（住民・学識者・行政の対話）

遠賀川を利活用してまちを元気にする
市民部会

（住民とアドバイザーの対話）

直方市

九州大学
進行役・
アドバイザー

建設
コンサルタント

 

図-2 本事業に関するステークホルダー 

 

 

写真-1 市民部会開催の様子 
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図-4 合意形成投資量の変遷 

 

４． 結果 

 

（１）合意形成に関する基礎的要素 

合意形成イベントの基礎的要素として，開催形式，所

用時間，参加者数を取り上げ表-3に示した．開催形式

（計20回）は説明会（85％），ワークショップが10％，

現地見学会が5％となっている．所用時間に関しては2時

間以上3時間未満が最多（95％）で，1時間以上2時間未

満が5%であった．③参加人数は10人未満（5％），10人

以上20人未満（90%），20人以上30人未満（5%）で

あった．本事例では，説明会形式の合意形成イベントが

多く，20人以上で2時間以上3時間未満行われるケースが

多かったことになる．プログラム構成をみると①前回の

復習（5分），②河川整備の概要説明（15分），③全体

討議（60分），④今後の取り組みについて（30分），⑤

その他（10分）の構成で進められているものが多かった． 

次に，図-3に各主体別の参加者数を集計した．それぞ

れの中央値は市民15人で，事業者である国土交通省は5

人，事業者を補佐するコンサルタントが4人，会の進行

をコーディネートする大学が2人，周辺自治体である市

が1人，その他関連機関が5人であった．主体別の比は，

概ね「受益者：事業者：関係行政：学識者＝8：5：3：

1」となっており，どの事業期間でも受益者が会の中心

的主体として集まり，それと同等程度の人数で他主体が

構成されており，この傾向はどの期間でも同様であった． 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

（２）合意形成投資量の変遷 

各合意形成イベントに要した人と時間を量的に把握す

るため，全20回の合意形成イベントに対して参加人数

（人）・累積合意形成投資量（人・時間（hour））を算

出した（図-4）．累積合意形成投資量（右軸）は，参加

人数と参加時間の積算に回数を累積したもので，合意形 

表-3 合意形成イベントの各種要素の割合 

開催形式 開催数 割合

説明会 17 85.00%

ワークショップ 2 10.00%

現地見学会 1 5.00%

その他 0 0.00%

合計 20 100%

所要時間 開催数 割合

1時間未満 0 0.00%

1時間以上2時間未満 1 5.00%

2時間以上3時間未満 19 95.00%

3時間以上 0

合計 19 100%

参加者数 開催数 割合

10人未満 5 25.00%

10人以上20人未満 15 75.00%

20人以上30人未満 0 0.00%

30人以上 0 0.00%

合計 20 100%  
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図-3 主体別の1回あたりの参加人数 
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合意形成イベント数（回）  
図-5 意見の種類変遷 

 

成過程でどの程度の努力がなされてきたかを把握する指

標となる．合意形成投資量（人・時間）の最小は28.5，

最大は88，平均は51であった．2004～2007年度の事業期

間を区分すると，計画期（2004年度），設計・施工期

（2005年度），施工・利活用計画期（2006年度），利活

用実装期（2007年度）と分類される．各期間における開

催回数は4～6回と大きな差異はないが，全期間を通じて

累積量を算出すると，計画期は400，計画・施工期は600，

施工・利活用計画期は900，利活用実装期は1000に到達

しており，計画期（400），施工・利活用計画期（300）

に投資量が多くなっていた． 

 

（３）合意形成イベントの意見の変遷 

全20回の合意形成イベントに対して，参加者から様々

な意見が述べられた（総数700件）．意見数及び意見の

種類の変遷を図-5に示す．意見数は2回目（90件）と4回

目（125件）の計画期が圧倒的に多い．その後は概ね30

件程度で推移しているが，各期間において一度は40件程

度の意見数となっている． 

また，意見別に分類をみると，基本的には各検討会で

の意見数は好意的意見が大半を占め，次に中立的意見が

多く，懸念意見や反対意見は少数であった．これらの意

見の変遷をみると，意見の変遷に関しては，好意的な意

見の割合（28～100%）が否定的意見の割合（0～48%）

を一貫して上回っていた．また，中立的意見の割合が大

きい時は好意的意見の割合が相対的に小さくなっている． 

また，全体を通して懸念意見や反対意見はほとんどみ

られず，みられた場合も10件未満である．また，懸念意

見は各期間のイベントの中で一回程度述べられている．

反対意見は大半のイベントでは0で推移しているが，利

活用実装期の事業の終了間際（第14回市民部会，第16回

市民部会）になって10回程度述べられている．  

５．考察 

 

（１）合意形成イベントに関する基礎的要素の変遷 

本事例では説明会形式のイベントが多く，参加人数は

10～20人，所要時間は2～3時間であった．また主体別参

加参加人数は受益者である市民が多かった．さらに上記

の傾向は事業期間によって大きく変化しなかった． 

これは事業者が市民部会の参加者を事前に登録し，市

民部会のプログラム構成などを事前に設定するため，人

的・時間的に安定した数量であったと考えられる．また，

各イベントのプログラムをみると，ディスカッションに

1時間半が充てられているものが多い．桑子9)は集会のプ

ログラム設定について，2時間の会議でも1時間程度は意

見交換に時間を充てるのが望ましいと述べており，本事

例はそれを満たしている． 

 

（２）合意形成投資量 

本事例では，事業が完了するまでに合意形成イベント

を20回/4年設けている．実施回数5回/年は，下半期に1ヶ

月ごとに実施されるものであった（2004年，2005年，

2007年度）．事業は年度ごとに計画されていることが多

く，上半期は発注者・受注者間の打ち合わせ等の事業開

始の準備等で合意形成イベントを開催するのが難しいこ

とも可能性として考えられる．  

また，合意形成投資量（1000）を期間別にみると，計

画期（400）と施工・利活用期（300）が大半を占めた．

これは，所用時間は全プロセス通じて大きな変動はない

ことから，開催人数もしくは開催回数に起因すると考え

られる．実際，計画期に合意形成イベントへの参加人数

（20-30人）が他期間より多いこと，施工・利活用期に

合意形成イベントの開催回数（7回）が多くなっている． 
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計画 設計 利活用計画 利活用実装

実際の施工を確認すると具体的
な反対意見が出ることがある．

自由な発言により意見を実現
可能性抜きで討議が活発化
させる

事業終了後の自主的な活動
を促すための自律フォロー

準備 施工

事業者の取り組み

取り組みを
受けての応答

定量的評価
の視点

①合意形成対象の洗い出しは適切か？
⇒構成比 受益者：事業者：関係行政：学識者＝8：5：3：1

②合意形成イベントの開催形式の選択は？
⇒説明会方式（説明の時間を長めにとり意見交換）の採用

③想定人数・時間の適切な設定
⇒計画期：開催人数20-30人，所用時間２－３時間
⇒施工・利活用計画期：開催人数10-20人，所用時間２－３時間

⑤反対意見が出ることも想定できているか？
⇒懸念・反対意見：9/36件（⑰），7/31件（⑲）

(2004年度)

9月

(2005年度) (2006年度) (2007年度)

4月 9月 ９月 9月4月4月 4月 4月

① ③④ ⑥⑤ ⑦⑧⑨ ⑩ ⑪ ⑫⑬⑭ ⑮⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳②

400(人・時間）に達する 600(人・時間）に達する 900(人・時間）に達する 1000(人・時間）に達する

意見数700件に到達意見数が多い（300件）

実事例
（遠賀川）

⑥議論は十分に尽くされたか？
⇒総意見数700件

反対意見への丁寧な回答・
議論

大きな変化はなく，継続
※数字は合意形成の回

④段階に応じた活動回数の設定はできているか？
⇒計画期5回，計画・施工期4回，施工・利活用計画期7回，利活用実装期4回

 

図-6 定量的評価の視点と実際 

 

（３）意見の変遷 

20回の合意形成イベントで，意見数は全700件に達し

た．計画期に意見数が多いのは，自由な構想の期間で意

見が述べやすい状況にあるためであると考えられる．ま

た，好意的意見が一貫して多い中，事業終了間際に反対

意見が増加する場面があった．具体に意見内容の変遷を

みると，計画当初は「人を呼ぶ工夫」や「子どもが遊べ

る空間」など抽象的な意見が多かったが，施工が進み，

完成形に近づくと，「ゴミがたまるから反対」，「管理

する人がいない」などが出されている．これは事業が具

体的になり，維持管理面等での懸念事項，配慮事項がこ

の期間で考え易くなったことが理由の一つと考えられる． 

 

（４）定量的評価の構造化 

それぞれの分析結果を構造化し，図-6にまとめた．本

事例では，①4-6回/年程度の検討会の開催，②開催人数

は20-30人（計画期），10-20人（利活用実装期），時間

は2-3時間，③受益者，事業者，関係行政，学識者の構

成比は8:5:3:1，④説明会方式による実施，⑤合意形成投

資量は1000に達することなどが確認された．  

 

 

６．まとめ 

 

本研究では遠賀川直方地区における水辺空間整備事例

の対象とし，合意形成プロセスに関する定量的評価方法

を提案し分析を行った．主たる分析対象は合意形成の基

礎的要素（人数，時間）の変遷，合意形成投資量の変遷，

意見の変遷についてであった．今回は簡易に取得可能な

合意形成イベントに関する基礎的要素や合意形成投資量

を用いて合意形成プロセスを定量的に分析し，本事例の

特徴を分析・整理し特徴を抽出した．今回は一事例の分

析であるため，今後，本研究で扱わなかった項目も含め

他事例の検討を行い，合意形成プロセスをより的確に評

価できるように研究を進めたい．  
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